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人 口 （人）
年 齢 ３ 区 分

総 数 年少人口
（０～１４歳）

生産年齢人口
（１５～６４歳）

老年人口
（６５歳以上）

大正 ９年 ２３７，９４９ １，３１９，５３３ ４９４，７７６ ７５２，８９２ ７１，８６５
１４ ２５３，２６１ １，３９４，４６１ ５３２，２１３ ７８７，８６９ ７４，３７９

昭和 ５年 ２６５，４６５ １，４５９，１７２ ５５５，７９４ ８２８，３９９ ７４，９７９
１０ ２７７，５４８ １，５２８，８５４ ５８６，０８９ ８６７，１７８ ７５，５８７
１５ ２９０，５０９ １，６０７，９２７ ５９９，８００ ９２９，９０５ ７８，２２０
２０ … ２，０４７，２６１ ７７４，１７５ １，１７０，９１２ １０２，１７４
２５ ３９８，７７９ ２，１４６，４４５ ７８１，１２７ １，２５７，９４１ １０７，２０５
３０ ４２３，９０２ ２，２６２，６２３ ７７９，８７７ １，３６２，８３７ １１９，９００
３５ ４９２，７３１ ２，４３０，８７１ ７５２，０２４ １，５４５，８４１ １３３，００６
４０ ６９６，８２１ ３，０１４，９８３ ７９０，９６１ ２，０６６，３３７ １５７，６８５
４５ ９９３，０７９ ３，８６６，４７２ １，００２，８６３ ２，６６５，０２０ １９８，５８９
５０ １，３２３，７１３ ４，８２１，３４０ １，３４０，１３６ ３，２２３，１３８ ２５６，０１４
５５ １，５８４，６５５ ５，４２０，４８０ １，４５８，４２１ ３，６２４，５５０ ３３３，８７４
６０ １，７５１，３７２ ５，８６３，６７８ １，３８０，１８０ ４，０６０，５７３ ４２０，０９９

平成 ２年 ２，０４４，２３４ ６，４０５，３１９ １，１９６，９４６ ４，６６０，２０２ ５３０，５３９
７ ２，２８９，１３８ ６，７５９，３１１ １，０９０，３９５ ４，９７６，９４５ ６８１，１７２
１２ ２，４８２，３７４ ６，９３８，００６ １，０２４，７８７ ５，０１１，２０２ ８８９，２４３
１７ ２，６５０，１１５ ７，０５４，２４３ ９８６，３６１ ４，８９２，２５３ １，１５７，００６
２２ ２，８４１，５９５ ７，１９４，５５６ ９５３，６６８ ４，７４９，１０８ １，４６４，８６０
２７ ２，９７１，６５９ ７，２６６，５３４ ９１０，８０５ ４，５０７，１７４ １，７８８，７３５

注）１ 人口の総数には、年齢「不詳」を含む年があります。
２ 昭和２０年は、人口調査による数値です。

資料：「国勢調査」総務省統計局HP（各年１０月１日現在、昭和２０年は１１月１日現在）

◆国勢調査による世帯数及び人口の推移◆

平成２７年の世帯数と人口を大正９年（９５年前）と比べてみると、世帯数は１２．５倍、人口
は５．５倍になっています。
上の表の年齢３区分別人口をそれぞれ折れ線グラフ化したものが、下のグラフです。

年少人口は、昭和５５年をピークに減少に転じ、平成１７年には３区分の中で最少となりま
した。生産年齢人口も、平成１２年をピークに減少し始めました。逆に老年人口は緩やか
に増加していたものが、平成に入り急増し、ついに平成１７年に年少人口を逆転しました。
グラフをみると、少子高齢化が急速に進んでいるのがはっきりとわかります。
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項 目 データ 全国順位
（健康・医療）

スポーツの行動者率 ７２．６％ ２
喫煙率（２０歳以上） ２０．８％ １１
病院数 ３４２施設 ６
病床数 ６２，１０８床 ８
医師数 １２，１７２人 ９
１人当たり国民医療費 ２９０．９千円 ４７
受療率・入院（人口１０万対） ７２３ ４６
受療率・外来（人口１０万対） ４，９７４ ４３

（福祉）
保育所等待機児童数 １，２５８人 ６
地域子育て支援拠点数（子ども・子育て支援交付金交付決定ベース） ４６１箇所 １
放課後児童クラブ登録児童数 ６５，５１４人 ２
高齢者人口に占める要介護（要支援）認定者数の割合 １４．３％ ４７
介護老人福祉施設数 ３６２施設 ４
障害者支援施設数 ９６施設 ４
被保護実世帯数（月平均） ７１，３５５世帯 ７
自主防犯ボランティア団体数 ５，９８４団体 １

～本編から抜粋～
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◆保健指導結果の分析（平成２８年）◆
検査値（HbA1c）の推移

１４ 健康づくり

スポーツの行動者率は全国第２位
「社会生活基本調査」によると、平成２８年１０月現在、過去１年間にスポーツを行った人は４７６
万人でした。その行動者率（１０歳以上人口に占める行動者数の割合）は７２．６％で、前回調査
（平成２３年）より５．７ポイント上昇し、全国第２位でした。種類別に行動者率をみると、「ウ
ォーキング・軽い体操」が４５．３％と最も高く、次いで「器具を使ったトレーニング」
（１５．７％）、「ジョギング・マラソン」（１３．９％）の順となっています。
健康診査受診率は９．５％
「地域保健・健康増進事業報告」によると、平成２７年度の健康診査受診率は９．５％で全国
第１４位でした。糖尿病検査を受診した者のうち、個別健康教育対象者は６１．７％となってい
ます。
健康診査 当該市区町村の区域内に居住地を有する４０歳以上７４歳以下の特定健康診査

非対象者及び７５歳以上の生活保護世帯に属する者等を対象として行う生活
習慣病予防に着目した健康診査。

個別健康教育対象者 健康診査受診者のうち、検査結果から生活習慣病の重症化予防
等のため、個別健康教育による指導が有効であると医師が認め
た者又は発症予防等のため、指導が必要な者で平成２７年度中に
教育を開始した者。

※表＊１の調査の対象は、１０歳以上の世帯員です。
※表＊４の健康診査受診率は、健康診査受診者総数÷健康増進事業等の対象者総数×１００で算出。

～「埼玉県方式」による糖尿病重症化予防～ 「平成２８年国民生活基礎調査」によると、本県の
糖尿病患者は約３３万人と推計されています。糖尿
病が重症化すると日常生活に大きな負担となるば
かりでなく、糖尿病性腎症の末期には人工透析が
必要となり、その医療費は１人当たり年間約５００万
円にのぼります。
県では、平成２６年５月に「糖尿病性腎症重症化予
防プログラム」を作成し、糖尿病の重症化を予防し、
人工透析への移行を防止するため、保険者が保有
するデータを活用して次の取組を始めました。

１ 糖尿病治療を受けていない方や中断している方に医療機関への受診を呼びかける。（受診勧
奨）

２ 糖尿病治療のために通院している方に対して、食事や運動などの生活習慣改善のための支援
を実施する。（保健指導）

保健指導の結果、糖尿病の進行を測る検査値であるHbA１c（ヘモグロビン・エ
ー・ワン・シー）の指導対象者の平均値は、指導開始前の７．１％から修了後は６．９％
へ０．２ポイント改善し、合併症予防のための目標値の７．０％未満をクリアしました。
このプログラムに基づいた取組は、平成２６年度に１９市町で開始し、平成２９年度
は４７市町で実施しています。

がん検診受診率
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

スポーツの行動者率 公共スポーツ施設数 喫煙率
（２０歳以上） 健康診査受診率

単 位 ％ 順位 箇所 順位 ％ 順位 ％ 順位
全 国 ６８．８ ５２，７１９ １９．８ ８．２

北 海 道 ６４．９ ３５ ４，４４４ １ ２４．７ １ １．６ ４３
青 森 県 ５６．０ ４７ ８３２ ２７ ２３．８ ２ ７．６ １９
岩 手 県 ６０．６ ４５ １，０３９ ２３ ２２．６ ３ １３．６ ５
宮 城 県 ６６．４ ２８ １，０６１ ２２ ２１．０ １０ ８．７ １８
秋 田 県 ６０．６ ４５ １，０８９ ２１ ２０．３ １４ ４．０ ３２

山 形 県 ６１．６ ４４ ７５１ ３２ １９．３ ２４ ６．４ ２４
福 島 県 ６３．１ ４１ １，６５６ ７ ２２．４ ４ ９．５ １５
茨 城 県 ６８．５ １２ １，４０９ １１ ２１．６ ８ ３．２ ３８
栃 木 県 ６９．３ １０ １，２３０ １６ ２１．８ ６ ２．５ ４１
群 馬 県 ６８．１ １６ １，２９３ １４ ２２．０ ５ １３．４ ６

埼 玉 県 ７２．６ ２ １，８５２ ５ ２０．８ １１ ９．５ １４
千 葉 県 ７１．６ ４ １，６６５ ６ ２１．１ ９ ９．４ １７
東 京 都 ７５．７ １ ２，２９１ ２ １８．３ ３４ ２２．１ １
神奈川県 ７２．４ ３ １，６４０ ８ ２０．０ １７ ６．６ ２２
新 潟 県 ６２．６ ４３ １，５５１ ９ ２０．０ １６ １０．１ １１

富 山 県 ６７．９ １８ ６９９ ３４ １９．５ ２２ １０．９ ９
石 川 県 ６９．１ １１ ８１０ ２９ １９．７ ２１ １６．２ ２
福 井 県 ６５．０ ３４ ５７１ ４１ １９．８ ２０ ４．７ ２８
山 梨 県 ６８．２ １３ ８１３ ２８ ２０．５ １２ ３．４ ３７
長 野 県 ６８．１ １６ ２，２７５ ３ １９．５ ２３ ９．８ １２

岐 阜 県 ６７．４ ２０ １，２６５ １５ １７．７ ４０ ６．６ ２３
静 岡 県 ６８．２ １３ １，４０８ １２ １９．９ １８ ６．１ ２７
愛 知 県 ７１．２ ６ １，９６０ ４ １８．８ ３１ １０．１ １０
三 重 県 ６６．９ ２２ ６３７ ３６ １７．７ ４１ １５．４ ４
滋 賀 県 ７１．６ ４ ６０６ ３８ １８．７ ３３ ７．０ ２１

京 都 府 ７０．１ ７ ６８６ ３５ １７．５ ４２ ３．７ ３６
大 阪 府 ６６．９ ２２ １，３１０ １３ １９．９ １９ ３．８ ３３
兵 庫 県 ６９．５ ８ １，２０９ １８ １８．９ ２８ ２．３ ４２
奈 良 県 ６９．５ ８ ５６５ ４２ １７．１ ４６ ３．７ ３５
和歌山県 ６３．６ ３８ ４９３ ４４ １８．９ ２９ １．１ ４６

鳥 取 県 ６５．２ ３３ ５９３ ３９ １８．２ ３６ １１．１ ８
島 根 県 ６３．５ ３９ ６２２ ３７ １８．０ ３９ ９．５ １６
岡 山 県 ６６．８ ２４ ８９７ ２５ １８．８ ３２ ７．１ ２０
広 島 県 ６６．５ ２７ １，２１０ １７ １８．１ ３７ ２．７ ４０
山 口 県 ６５．８ ３０ ７７７ ３０ １９．１ ２７ ２．９ ３９

徳 島 県 ６５．４ ３２ ４８３ ４５ １７．４ ４４ １．２ ４５
香 川 県 ６６．０ ２９ ４９７ ４３ １７．４ ４５ １５．９ ３
愛 媛 県 ６６．８ ２４ ７３７ ３３ １８．０ ３８ １．０ ４７
高 知 県 ６２．７ ４２ ４５２ ４７ １９．３ ２５ １．５ ４４
福 岡 県 ６５．８ ３０ １，５４５ １０ ２０．４ １３ ３．７ ３４

佐 賀 県 ６３．４ ４０ ５７３ ４０ ２１．７ ７ ４．２ ３０
長 崎 県 ６４．５ ３６ ９０９ ２４ １８．９ ３０ ６．３ ２６
熊 本 県 ６６．７ ２６ １，１０３ ２０ … ― １２．０ ７
大 分 県 ６７．２ ２１ ７５４ ３１ １９．１ ２６ ４．２ ３１
宮 崎 県 ６４．５ ３６ ８４１ ２６ ２０．０ １５ ６．４ ２５

鹿児島県 ６８．２ １３ １，１３５ １９ １７．４ ４３ ４．２ ２９
沖 縄 県 ６７．９ １８ ４８１ ４６ １８．２ ３５ ９．８ １３
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「社会生活基本調査」総務省統計局HP 平成２８年１０月 ５年
＊２「体育・スポーツ施設現況調査」文部科学省HP 平成２７年１０月１日 ５～６年
＊３ 国立研究開発法人国立がん研究センター がん対策情報センターHP 平成２８年６月 ３年
＊４「地域保健・健康増進事業報告」厚生労働省HP 平成２７年度 毎年

注）平成１９、２２年のがん検診受診率は、算定対象年齢を区切っていませんが、平成２５年のがん検診受
診率は４０歳から６９歳（子宮頸がんは２０歳から６９歳）を算定対象年齢としています。

資料：「埼玉県のがんの統計」県疾病対策課HP

資料：県健康長寿課HP
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１５ 医療体制

一般診療所数、歯科診療所数はともに増加
「医療施設調査」によると、平成２８年１０月１日現在の病院数は前年より１施設減少し３４２（精
神科病院４９、一般病院２９３）施設、病床数は６２，１０８床でした。一般診療所数は前年より４５施
設増加して４，２２５施設、病床数は２，８３９床でした。また、歯科診療所数は前年より１８施設増
加して３，５４６施設でした。
病院 医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所であって、患者２０人以上の入

院施設を有するもの。
一般診療所 医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所（歯科医業のみは除く）

であって、患者の入院施設を有しないもの又は患者１９人以下の入院施設
を有するもの。

医師数は全国第９位、就業看護師数は全国第８位
「医師・歯科医師・薬剤師調査」によると、平成２８年１２月３１日現在の医師数は１２，１７２人、
歯科医師数は５，２９３人、薬剤師数は１５，１００人でした。
「衛生行政報告例」によると、平成２８年１２月３１日現在の就業看護師数は４６，４１６人、准看護
師数は１４，４３５人、保健師数は２，０６７人、助産師数は１，５７３人でした。

～人口１０万人当たりの医師数の推移～
平成２８年における本県の人口１０万人当たり医療施設に従事する医師数は１６０．１人であり、
平成２６年（１５２．８人）に比べ７．３人増加しています。これを全国（２４０．１人）と比較すると、８０．０
人少なくなっており、全国第４７位です。
これは、医師の数自体は増えているものの、人口も増加しているためです。このため県で
は、平成２５年に埼玉県総合医局機構を立ち上げました。同機構では、医学生への奨学金や臨
床研修医等への研修資金貸与（医師不足の地域での一定期間の勤務などの条件に合致した場
合は返還の必要なし）を行っているほか、将来医師を目指す「高校生の志」養成事業等さまざ
まな医師確保の取組を実施しています。
また、平成２９年４月にシミュレーター機器等を用いた教育・研修施設で

ある「埼玉県総合医局機構 地域医療教育センター」をオープンし、本県の
医療教育・研修環境の一層の向上を図っています。

医療従事者数の推移（各年１２月３１日現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

病院数 病床数 医師数 就業看護師数

単 位 施設 順位 床 順位 人 順位 人 順位
全 国 ８，４４２ １，５６１，００５ ３１９，４８０ １，１４９，３９７

北 海 道 ５６２ ２ ９５，３５９ ３ １３，３０９ ７ ６１，６２４ ４
青 森 県 ９６ ３４ １７，５７４ ３３ ２，７０２ ３７ １２，７８９ ３４
岩 手 県 ９３ ３７ １７，４７１ ３４ ２，６３１ ３８ １３，３９１ ３２
宮 城 県 １３９ ２２ ２５，２２５ ２１ ５，６５３ １４ １９，１３８ １９
秋 田 県 ６９ ４１ １５，１７５ ３７ ２，３８４ ４１ １０，９２２ ３９

山 形 県 ６８ ４２ １４，６９８ ４１ ２，５９７ ３９ １１，３２４ ３７
福 島 県 １２８ ２７ ２５，５８１ ２０ ３，８８８ ２５ １６，３１１ ２３
茨 城 県 １７８ １４ ３１，６７２ １５ ５，５１３ １５ １９，９５８ １８
栃 木 県 １０７ ２９ ２１，２５１ ２５ ４，４９８ ２０ １５，４２７ ２７
群 馬 県 １２９ ２６ ２４，３０２ ２２ ４，６２０ １９ １７，９７９ ２０

埼 玉 県 ３４２ ６ ６２，１０８ ８ １２，１７２ ９ ４６，４１６ ８
千 葉 県 ２８６ ９ ５８，９０１ ９ １２，２７８ ８ ４１，９９９ ９
東 京 都 ６５１ １ １２８，３５１ １ ４４，１３６ １ １０４，７４４ １
神奈川県 ３４１ ７ ７３，９７４ ５ １９，４７６ ３ ６２，７９４ ３
新 潟 県 １３１ ２３ ２８，５９５ １７ ４，６９８ １８ ２１，９３８ １５

富 山 県 １０６ ３１ １６，７３２ ３６ ２，７２３ ３６ １２，２７２ ３５
石 川 県 ９５ ３５ １８，２１２ ３２ ３，４０５ ３０ １４，１４０ ２９
福 井 県 ６８ ４２ １０，９８０ ４４ ２，００２ ４４ ８，４９７ ４４
山 梨 県 ６０ ４４ １０，８７３ ４５ １，９９０ ４５ ７，７５６ ４６
長 野 県 １３０ ２４ ２４，０５６ ２３ ４，９３０ １７ ２１，４７６ １６

岐 阜 県 １０２ ３２ ２０，７５９ ２６ ４，３５８ ２２ １６，８６０ ２２
静 岡 県 １８１ １３ ３８，８０６ １１ ７，６６２ １１ ３１，０００ １０
愛 知 県 ３２３ ８ ６７，８１９ ６ １６，４１０ ４ ５８，３８７ ５
三 重 県 １００ ３３ ２０，２９３ ２７ ４，０８１ ２４ １５，７０３ ２６
滋 賀 県 ５７ ４５ １４，４９２ ４２ ３，２７０ ３１ １３，３４８ ３３

京 都 府 １７０ １５ ３５，７８４ １２ ８，７２３ １０ ２６，６４９ １２
大 阪 府 ５２３ ３ １０７，００５ ２ ２５，００３ ２ ７３，４５７ ２
兵 庫 県 ３５０ ５ ６４，９９６ ７ １３，９７９ ６ ５０，９１６ ７
奈 良 県 ７７ ４０ １６，７７４ ３５ ３，４０７ ２９ １２，０７３ ３６
和歌山県 ８３ ３９ １３，５０５ ４３ ２，８６８ ３３ １０，２２５ ４１

鳥 取 県 ４４ ４７ ８，６５６ ４７ １，８０５ ４７ ６，７５２ ４７
島 根 県 ５１ ４６ １０，６５２ ４６ １，９７５ ４６ ８，３３２ ４５
岡 山 県 １６４ １６ ２８，６１５ １６ ５，９７５ １３ ２２，５６３ １３
広 島 県 ２４４ １１ ４０，４０４ １０ ７，５３４ １２ ２９，３１７ １１
山 口 県 １４７ １９ ２６，８４２ １８ ３，６１５ ２７ １６，２０７ ２４

徳 島 県 １１２ ２８ １４，８３８ ４０ ２，５００ ４０ ８，７２６ ４３
香 川 県 ９０ ３８ １４，９８７ ３９ ２，８１３ ３４ １１，０００ ３８
愛 媛 県 １４１ ２０ ２２，０９９ ２４ ３，７４５ ２６ １６，１５１ ２５
高 知 県 １３０ ２４ １８，２４４ ３１ ２，２７６ ４３ １０，１５９ ４２
福 岡 県 ４６１ ４ ８５，８８６ ４ １５，９９７ ５ ５６，９５５ ６

佐 賀 県 １０７ ２９ １４，９９０ ３８ ２，３７７ ４２ １０，５７９ ４０
長 崎 県 １５１ １８ ２６，５３７ １９ ４，２１８ ２３ １７，２８５ ２１
熊 本 県 ２１２ １２ ３４，７２７ １３ ５，２３０ １６ ２２，０７５ １４
大 分 県 １５７ １７ １９，９９１ ２８ ３，２３０ ３２ １４，０９６ ３０
宮 崎 県 １４０ ２１ １９，１８９ ２９ ２，７５４ ３５ １３，４９２ ３１

鹿児島県 ２５２ １０ ３４，１０９ １４ ４，４６１ ２１ ２１，４６３ １７
沖 縄 県 ９４ ３６ １８，９１６ ３０ ３，６０９ ２８ １４，７３２ ２８
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「医療施設調査」厚生労働省HP 平成２８年１０月１日 毎年
＊３ 「医師・歯科医師・薬剤師調査」厚生労働省HP 平成２８年１２月３１日 ２年
＊４ 「衛生行政報告例」厚生労働省HP 平成２８年１２月３１日 ２年

資料：「埼玉県保健統計年報」県保健医療政策課HP
「医師・歯科医師・薬剤師調査」厚生労働省HP
「衛生行政報告例」厚生労働省HP
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１６ 医療費

全国一少ない１人当たり国民医療費
「国民医療費」によると、平成２７年度の国民医療費（当該年度内の医療機関等における保
険診療の対象となり得る傷病の治療に要した費用を推計したもの）は、２兆１，１３９億円でし
た。また、１人当たりの国民医療費は約２９万円で、全国一少額でした。
受療率（人口１０万対）は入院・外来ともに前回調査より低下
「患者調査」によると、推計患者数（平成２６年１０月の調査日に、病院、一般診療所、歯科
診療所で受療した患者の推計数）を患者の住所地別に人口１０万対で表した受療率は、入院
が７２３で全国第４６位、外来が４，９７４で全国第４３位でした。前回調査（平成２３年）より入院は２９
ポイント、外来は２９９ポイント低下しました。
国民健康保険療養諸費は年々増加
「国民健康保険事業年報」によると、平成２７年度の県内市町村分の療養諸費（医療費）は
６，２８４億円で、被保険者１人当たりの療養諸費は３２０，６５２円でした。療養諸費の金額は年々
増加しています。
療養諸費 療養の給付（診療費、調剤）、入院時食事療養・生活療養費、訪問看護療養

費、療養費、移送費の合計。
※数値算出に用いた人口
表＊２は、「平成２７年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口」（総務省統計局）の総人口。
表＊３，４は、「人口推計（平成２６年１０月１日現在）」（総務省統計局）の総人口。

～増え続ける１人当たり国民医療費～
本県の１人当たり国民医療費の
推移をみると、年々増加傾向にあ
り、平成２７年度は約２９１千円でし
た。１０年前の平成１７年度と比べる
と、約７７千円増加しています。
一方、全国の１人当たり国民医
療費は約３３３千
円で、約７４千円
増加しています。

国民健康保険療養諸費の推移
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

国民医療費 １人当たり
国民医療費

受療率・入院
（人口１０万対）

受療率・外来
（人口１０万対）

単 位 億円 順位 千円 順位 － 順位 － 順位
全 国 ４２３，６４４ ３３３．３ １，０３８ ５，６９６

北 海 道 ２１，１８４ ５ ３９３．６ ６ １，４４８ １１ ５，０２８ ４１
青 森 県 ４，４６９ ３１ ３４１．７ ２４ １，１０３ ２６ ５，７９８ ２１
岩 手 県 ４，１４５ ３３ ３２３．８ ３２ １，１３５ ２３ ５，４９２ ２９
宮 城 県 ７，２２１ １４ ３０９．４ ３７ ９００ ３８ ５，６５６ ２４
秋 田 県 ３，７５１ ３７ ３６６．６ １５ １，２６７ １７ ５，３９６ ３３

山 形 県 ３，８２１ ３６ ３４０．０ ２５ １，１１０ ２５ ６，２８７ １０
福 島 県 ６，３３５ ２１ ３３１．０ ３０ １，０６５ ２８ ５，４４９ ３０
茨 城 県 ８，８２６ １３ ３０２．６ ４２ ８６４ ４０ ５，３０６ ３６
栃 木 県 ６，００８ ２３ ３０４．３ ４１ ９０１ ３７ ５，３９６ ３３
群 馬 県 ６，２６０ ２２ ３１７．３ ３５ ９８０ ３２ ５，４０４ ３２

埼 玉 県 ２１，１３９ ６ ２９０．９ ４７ ７２３ ４６ ４，９７４ ４３
千 葉 県 １８，１１８ ９ ２９１．１ ４６ ７４５ ４５ ４，９０１ ４６
東 京 都 ４１，４３３ １ ３０６．６ ４０ ７５９ ４３ ５，６７６ ２３
神奈川県 ２７，１８６ ３ ２９７．９ ４５ ６８３ ４７ ５，７４８ ２２
新 潟 県 ７，１１０ １５ ３０８．６ ３８ １，０５１ ２９ ５，６３４ ２５

富 山 県 ３，５５７ ４０ ３３３．７ ２８ １，３６８ １４ ４，９６５ ４４
石 川 県 ３，９９３ ３５ ３４６．０ ２１ １，３１０ １５ ４，９２１ ４５
福 井 県 ２，６３５ ４５ ３３４．８ ２７ １，２０８ ２０ ５，１６５ ３８
山 梨 県 ２，７７２ ４４ ３３２．０ ２９ ９９３ ３１ ５，４２６ ３１
長 野 県 ６，７５６ １８ ３２１．９ ３３ ９７０ ３４ ５，１２２ ３９

岐 阜 県 ６，６６８ ２０ ３２８．１ ３１ ８２１ ４２ ６，０１８ １４
静 岡 県 １１，４１４ １０ ３０８．５ ３９ ８３６ ４１ ５，１７７ ３７
愛 知 県 ２２，４６８ ４ ３００．３ ４３ ７５３ ４４ ５，５９７ ２７
三 重 県 ５，７９４ ２４ ３１９．１ ３４ ９５３ ３６ ６，５３９ ４
滋 賀 県 ４，２２２ ３２ ２９８．８ ４４ ８７０ ３９ ５，０７１ ４０

京 都 府 ８，９９４ １２ ３４４．６ ２３ １，０９５ ２７ ４，９８０ ４２
大 阪 府 ３２，１９３ ２ ３６４．２ １８ １，０００ ３０ ５，９６６ １７
兵 庫 県 １９，１１４ ８ ３４５．３ ２２ ９６７ ３５ ６，０１５ １５
奈 良 県 ４，６３７ ２８ ３４０．０ ２５ ９７６ ３３ ５，３６７ ３５
和歌山県 ３，６０７ ３９ ３７４．２ １４ １，１２９ ２４ ６，５７０ ２

鳥 取 県 ２，０００ ４７ ３４９．１ ２０ １，２４９ １８ ５，９１６ １８
島 根 県 ２，６２８ ４６ ３７８．７ １２ １，３９７ １３ ６，０１３ １６
岡 山 県 ６，９６０ １６ ３６２．１ １９ １，１７６ ２２ ５，５８８ ２８
広 島 県 １０，４１０ １１ ３６６．０ １６ １，２１０ １９ ６，２１５ １２
山 口 県 ５，６０８ ２６ ３９９．２ ４ １，７４５ ５ ６，５０２ ８

徳 島 県 ２，９６８ ４３ ３９２．５ ７ １，７０５ ６ ６，２５６ １１
香 川 県 ３，７２７ ３８ ３８１．８ １０ １，３１０ １５ ６，５０９ ７
愛 媛 県 ５，２０２ ２７ ３７５．６ １３ １，４１３ １２ ６，５２１ ６
高 知 県 ３，２３３ ４２ ４４４．０ １ ２，２１５ １ ６，０３６ １３
福 岡 県 １９，３５３ ７ ３７９．３ １１ １，４６１ １０ ５，８９５ ２０

佐 賀 県 ３，２６９ ４１ ３９２．５ ７ １，６２２ ８ ６，８５０ １
長 崎 県 ５，６６１ ２５ ４１１．１ ２ １，８１２ ３ ６，５２５ ５
熊 本 県 ６，９５４ １７ ３８９．３ ９ １，７８２ ４ ６，５５０ ３
大 分 県 ４，６１９ ２９ ３９６．２ ５ １，６２７ ７ ５，６１９ ２６
宮 崎 県 ４，０２５ ３４ ３６４．６ １７ １，４９７ ９ ５，９０８ １９

鹿児島県 ６，７０５ １９ ４０６．９ ３ １，８８５ ２ ６，４４０ ９
沖 縄 県 ４，４９５ ３０ ３１３．５ ３６ １，２０１ ２１ ４，３１７ ４７
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「国民医療費」厚生労働省HP 平成２７年度 毎年
＊３，４「患者調査」厚生労働省HP 平成２６年１０月 ３年

注）件数、療養諸費ともに一般被保険者分と退職者医療分の合計であり、３月～２月ベース。
資料：「国民健康保険事業年報」厚生労働省HP

資料：「国民医療費」厚生労働省HP
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おしえてコバトン

１７ 感染症・食中毒

食中毒患者数は前年より減少
「エイズ発生動向年報」によると、HIV 感染者累計報告数（昭和６０年～平成２８年）は５２７件
で、人口１０万対でみると７．２３０でした。また、AIDS患者累計報告数（昭和６０年～平成２８年）
は３５６件で、人口１０万対でみると４．８８４でした。
「感染症発生動向調査事業年報」によると、平成２７年の腸管出血性大腸菌感染症報告数は、
１６８でした。
「結核登録者情報調査年報集計結果」によると、平成２８年の新登録結核患者数は９７９人で、
罹患率（人口１０万対の結核患者数）は１３．４となり、前年より０．２ポイント上昇しました。
「食中毒統計調査」によると、平成２８年の食中毒事件数は前年より２件増加して３５件でし
た。患者数は前年より１３５人減少して４１０人でした。

※表＊１の数値算出に用いた人口は、「人口推計（平成２８年１０月１日現在）」（総務省統計局）。

～食中毒に気をつけましょう～
平成２９年８月、熊谷市内の惣菜店で加工販売されたポテトサラダを原因とする食中毒が発

生するなど、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による患者が多発しました。
腸管出血性大腸菌は病原性や感染力が強い菌であり、少量の菌数を摂取しただけでも発症

することがあります。また、食品からだけでなく、
家庭内での二次感染も発生します。
主な症状は下痢（血便）や激しい腹痛で、特に免疫
力の弱い乳幼児や高齢者の方は重篤となり、溶血
性尿毒症症候群（HUS）を起こす場合があります。
【予防のポイント】
・手洗いや消毒を徹底する。
・生野菜などはよく洗い、食肉は中心部まで十分
加熱してから食べる。
（加熱の目安は７５℃で１分以上）
・加熱調理済の食品が二次汚染
を受けないよう、調理器具の
使い分けや十分な洗浄・消毒
を行う。

資料：県食品安全課HP

食中毒発生状況
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

HIV 感染者累計報告数
（人口１０万対）

腸管出血性大腸菌
感染症報告数

新登録
結核患者数 食中毒患者数

単 位 － 順位 － 順位 人 順位 人 順位
全 国 １４．９０６ ３，５７３ １７，６２５ ２０，２５２

北 海 道 ５．４７５ ３０ １９９ ５ ５１８ ９ ８４９ ６
青 森 県 ３．９４４ ３９ ４７ ２６ １７１ ２８ １８８ ２８
岩 手 県 ２．４４５ ４５ ８７ １３ １３１ ３５ １５１ ３４
宮 城 県 ５．６６５ ２７ １３３ ８ １８５ ２４ ２８５ ２１
秋 田 県 ２．２７７ ４７ ３５ ３２ ８６ ４４ ７５ ４５

山 形 県 ２．４２６ ４６ ４９ ２１ ８０ ４５ ２９０ １９
福 島 県 ３．９４５ ３８ ３４ ３３ １６３ ３０ ２６５ ２２
茨 城 県 １８．４８５ ３ ５９ １８ ３５４ １２ ２９０ １９
栃 木 県 １２．５１３ １０ ４８ ２４ ２１８ １８ ７９７ ８
群 馬 県 ９．９６４ １３ ９９ １１ １８３ ２６ １９７ ２７

埼 玉 県 ７．２３０ ２１ １６８ ６ ９７９ ５ ４１０ １６
千 葉 県 １２．７９７ ９ １４０ ７ ９０６ ６ ６４０ １１
東 京 都 ５１．７１８ １ ３３５ ２ ２，３４０ １ ２，２７６ １
神奈川県 １３．８７６ ８ ２２３ ３ １，１９２ ４ １，６２４ ２
新 潟 県 ３．９３７ ４０ ５８ １９ ２１６ ２０ ２１６ ２６

富 山 県 ３．７７０ ４１ ２５ ３８ １１７ ３９ ７６ ４４
石 川 県 ７．０３７ ２２ ２１ ４１ １２６ ３７ ５８９ １２
福 井 県 ６．１３８ ２５ ２５ ３８ ８７ ４２ １６２ ３０
山 梨 県 １３．９７６ ７ ２１ ４１ ７２ ４６ １３１ ３９
長 野 県 １４．６５５ ６ ４４ ２８ １６５ ２９ ２４８ ２４

岐 阜 県 ８．０１２ １７ ２７ ３５ ３２９ １３ ４５８ １４
静 岡 県 １１．４４３ １１ ７４ １５ ４２５ １０ １，２５２ ４
愛 知 県 １５．０１３ ５ ９８ １２ １，２７０ ３ ７７１ １０
三 重 県 ８．７３９ １５ ３８ ３１ ２４１ １６ １１２ ４１
滋 賀 県 ５．５９１ ２８ ４３ ２９ １５２ ３１ ５８２ １３

京 都 府 ９．３６７ １４ ４５ ２７ ４１０ １１ ７８９ ９
大 阪 府 ２７．５１０ ２ ３７３ １ １，９４５ ２ １，２９２ ３
兵 庫 県 ７．３５５ ２０ １０３ １０ ８４４ ７ ８１９ ７
奈 良 県 ８．０３８ １６ ２７ ３５ １９１ ２３ １６２ ３０
和歌山県 ７．０２３ ２３ ８ ４６ １３１ ３５ １１７ ４０

鳥 取 県 ２．６３２ ４４ ６０ １７ ６６ ４７ １３７ ３７
島 根 県 ２．７５４ ４３ ８３ １４ ８７ ４２ １３６ ３８
岡 山 県 ７．５２０ １９ ６３ １６ ２０８ ２１ １４２ ３６
広 島 県 ７．８９６ １８ ４２ ３０ ３２４ １４ ３４９ １７
山 口 県 ４．５９１ ３６ ３４ ３３ １７８ ２７ １１１ ４２

徳 島 県 ５．４６７ ３１ １０ ４４ １２０ ３８ １４９ ３５
香 川 県 ６．２７６ ２４ １７ ４３ １３８ ３３ ６９ ４７
愛 媛 県 ５．６７３ ２６ １０ ４４ １３３ ３４ １７２ ２９
高 知 県 ５．５４８ ２９ ２ ４７ ９２ ４１ ２４０ ２５
福 岡 県 ９．９９２ １２ ２１０ ４ ７２０ ８ １，１８０ ５

佐 賀 県 ３．９８６ ３７ ４９ ２１ １０６ ４０ ９４ ４３
長 崎 県 ３．５８４ ４２ ５０ ２０ ２１８ １８ １６２ ３０
熊 本 県 ５．１３０ ３３ ４８ ２４ ２３２ １７ ２５７ ２３
大 分 県 ４．７４１ ３５ ２２ ４０ １８５ ２４ ２９８ １８
宮 崎 県 ４．７４５ ３４ １１１ ９ １４３ ３２ １６１ ３３

鹿児島県 ５．１９２ ３２ ４９ ２１ ２４５ １５ ７１ ４６
沖 縄 県 １５．３５８ ４ ２７ ３５ ２０３ ２２ ４１１ １５
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「エイズ発生動向年報」厚生労働省エイズ動向委員会HP 平成２８年末 毎年
＊２「感染症発生動向調査事業年報」国立感染症研究所HP 平成２７年 毎年
＊３「結核登録者情報調査年報集計結果」厚生労働省HP 平成２８年 毎年
＊４「食中毒統計調査」厚生労働省HP 平成２８年 毎年

平成
２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年

細 菌

腸炎ビブリオ ― ― ― ― １
サルモネラ属菌 ― ― ― ― ２
ブドウ球菌 ３ １ ― ― ―
ウェルシュ菌 ２ １ ― １ ３
セレウス菌 ― ― １ ― １
腸管出血性大腸菌 ― ― ２ ― ―
カンピロバクター ９ ３ ７ ８ １２

ウィルス ノロウイルス ７ １４ １４ １７ １１
その他のウイルス ― ２ ― ― ―

寄生虫 ク ド ア ― ― １ ― １
アニサキス ― ― ２ １ ２

化 学 物 質 ― ― １ １ ２
自然毒 植物性自然毒 １ ３ １ ５ ―

計 ２２ ２４ ２９ ３３ ３５

資料：「食中毒統計調査」厚生労働省ＨＰ

◆県内の病因物質別食中毒発生件数◆
（単位：件）

資料：「食中毒統計調査」厚生労働省HP
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保育所等待機児童数は１，２５８人
「保育所等関連状況取りまとめ」によると、平成２９年４月１日現在の保育所等の施設数は
１，７０８施設、利用児童数は１１２，８８５人でした。
また、待機児童の定義の変更等に伴い保育所等待機児童数は１，２５８人となり、前年に比

べて２３２人増加しました。（従来の定義で算出した場合は１，０１２人となり、前年に比べて１４
人減少。）
地域子育て支援拠点数は全国第１位
「地域子育て支援拠点事業実施状況（子ども・子育て支援交付金交付決定ベース）」による
と、地域子育て支援拠点数は、平成２８年度は４６１箇所で全国第１位でした。
また、「放課後児童健全育成事業の実施状況」によると、放課後児童クラブの登録児童数

は、平成２９年５月１日現在６５，５１４人で、全国第２位でした。
地域子育て支援拠点 子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安・悩み

を相談できる場として、市町村やその助成を受けた社会福祉法
人、NPO法人などが運営する施設。

放課後児童クラブ 小学校の余裕教室や児童館などで、共働き家庭等の小学校に就学
している児童に放課後等の適切な遊び場や生活の場を提供する安
全・安心な居場所。

児童虐待通告件数は前年度比３８．８％の増加
県こども安全課によると、平成２８年度に児童相談所で受け付けた児童虐待通告件数は

１１，６３９件で、前年度（８，３８７件）に比べて、３，２５２件（３８．８％）増加し１万件を超えました。虐
待種別でみると、心理的虐待が６，６２３件で最も多く、全体の５６．９％を占めています。次い
で身体的虐待２，５１５件、保護の怠慢・拒否２，３４８件、性的虐待１５３件の順でした。虐待者別
にみると、実母が５，６３９件で最も多く、次いで実父４，６７０件となっています。
※表＊１，２及び文中の「保育所等」には、保育所、幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定
こども園、地方裁量型認定こども園、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育
事業、居宅訪問型保育事業が含まれます。

～保育所等待機児童数～
待機児童の定義変更等に伴い県内の保育所等待機児童数は１３市町で２０１人減少し、２６市町

で４３３人増加しています。就学前児童数が減少する中でも、認可保育所等への入所申込者数
は増加が続いています。平
成２９年４月１日の申込者数は
１２０，０６１人で、前年に比べ
６，３９３人の増加となりまし
た。

児童相談所への児童虐待通告件数（平成２８年度）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

保育所等数 保育所等待機児童数
地域子育て支援拠点数
（子ども・子育て支援
交付金交付決定ベース）

放課後児童クラブ
登録児童数

単 位 施設 順位 人 順位 箇所 順位 人 順位
全 国 ３２，７９３ ２６，０８１ ７，０６３ １，１７１，１６２

北 海 道 １，１８１ ９ ６５ ３３ ３５８ ４ ５０，９４４ ８
青 森 県 ５０５ ２２ ― ４１ １０１ ２５ １４，４４５ ２９
岩 手 県 ４３１ ２８ １７８ ２４ ８６ ３２ １４，１８０ ３１
宮 城 県 ６６９ １５ ７９０ ９ １３５ １６ ２５，０８２ １５
秋 田 県 ３１６ ３６ ４１ ３４ ６１ ４０ １０，６４２ ３９

山 形 県 ３４８ ３５ ６７ ３２ ９７ ２８ １３，６６６ ３３
福 島 県 ４２１ ２９ ６１６ １１ １０２ ２４ １９，７７５ １９
茨 城 県 ６９１ １４ ５１６ １２ ２６５ ８ ３５，５６２ １０
栃 木 県 ５１５ ２１ １３１ ２５ １００ ２６ ２３，０５３ １７
群 馬 県 ４８８ ２３ ２ ３８ １３４ １７ ２２，７０３ １８

埼 玉 県 １，７０８ ４ １，２５８ ６ ４６１ １ ６５，５１４ ２
千 葉 県 １，２９７ ７ １，７８７ ３ ３１２ ６ ５３，２０１ ６
東 京 都 ３，５３６ １ ８，５８６ １ ４１４ ３ １００，８６９ １
神奈川県 ２，０７２ ２ ７５６ １０ ２５３ １０ ５２，６４４ ７
新 潟 県 ７７６ １１ ２ ３８ ２２７ １２ ２４，１７３ １６

富 山 県 ３０８ ３８ ― ４１ ７８ ３５ １３，６００ ３４
石 川 県 ３６８ ３１ ― ４１ ８０ ３４ １３，７８２ ３２
福 井 県 ２８５ ４１ ― ４１ ５７ ４１ １０，３０８ ４０
山 梨 県 ２５８ ４２ ― ４１ ６８ ３９ １１，２６５ ３７
長 野 県 ５９１ １９ ― ４１ １５６ １３ ２６，３３８ １３

岐 阜 県 ４６３ ２６ ２ ３８ １２０ １９ １６，６２８ ２４
静 岡 県 ７９９ １０ ４５６ １４ ２３４ １１ ２８，７９１ １１
愛 知 県 １，６３０ ５ １８５ ２３ ３４５ ５ ５４，４６９ ５
三 重 県 ４５１ ２７ １００ ２７ １２０ １９ １４，２０３ ３０
滋 賀 県 ３６７ ３２ ３５６ １５ ９２ ３０ １６，１１６ ２６

京 都 府 ６３０ １６ ２２７ １９ ２６４ ９ ２６，３２９ １４
大 阪 府 １，８３７ ３ １，１９０ ７ ４１６ ２ ６３，２６７ ３
兵 庫 県 １，３００ ６ １，５７２ ４ ３１１ ７ ４７，４９１ ９
奈 良 県 ２３４ ４４ ２８７ １７ ７２ ３６ １４，５８４ ２８
和歌山県 ２１０ ４７ ２９ ３７ ５４ ４３ ８，５９９ ４３

鳥 取 県 ２１２ ４６ ― ４１ ４８ ４４ ７，１９８ ４６
島 根 県 ３０９ ３７ １１９ ２６ ４２ ４６ ８，１５５ ４４
岡 山 県 ４７９ ２５ １，０４８ ８ １２１ １８ １９，６９８ ２０
広 島 県 ７３２ １３ １８６ ２２ １４１ １５ ２７，６４５ １２
山 口 県 ３６１ ３４ １００ ２７ １１０ ２２ １５，１６０ ２７

徳 島 県 ２１５ ４５ ９４ ３０ ４７ ４５ ７，３６０ ４５
香 川 県 ２３８ ４３ ２２７ １９ ９１ ３１ １０，１５７ ４２
愛 媛 県 ３８４ ３０ ９７ ２９ ８３ ３３ １３，４２７ ３５
高 知 県 ３０３ ３９ ７３ ３１ ４１ ４７ ６，９８０ ４７
福 岡 県 １，２２９ ８ １，２９７ ５ １５１ １４ ５８，５５４ ４

佐 賀 県 ３０１ ４０ ３４ ３６ ５６ ４２ １０，３０２ ４１
長 崎 県 ５４６ ２０ １９０ ２１ １０６ ２３ １６，２９１ ２５
熊 本 県 ７３８ １２ ２７５ １８ １２０ １９ １７，１０７ ２３
大 分 県 ３６５ ３３ ５０５ １３ ７０ ３８ １３，３７１ ３６
宮 崎 県 ４８０ ２４ ３６ ３５ ７１ ３７ １０，８０４ ３８

鹿児島県 ５９４ １８ ３５４ １６ ９８ ２７ １９，２８０ ２１
沖 縄 県 ６２２ １７ ２，２４７ ２ ９４ ２９ １７，４５０ ２２
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「保育所等関連状況取りまとめ」厚生労働省HP 平成２９年４月１日 毎年
＊３ 「地域子育て支援拠点事業実施状況

（子ども・子育て支援交付金 交付決定ベース）」厚生労働省HP
平成２８年度 毎年

＊４ 「放課後児童健全育成事業の実施状況」厚生労働省HP 平成２９年５月１日 毎年

資料：県こども安全課HP

資料：
県少子政策課
HP

注）平成２９年の数値は、待機児童の定義が変更になっているため、
比較には注意を要します。
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（万人）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

75歳以上
65歳以上75歳未満

0
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25

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000
（認定者数：万人） （給付費：億円）

要介護（要支援）認定者数（第1号被保険者）

県の給付費

平成
18年度

19 20 21 22 23 24 25 26 27

15.5万人

2,127
億円
2,127
億円

25.7万人

3,801
億円
3,801
億円

１９ 高齢者

６５歳以上のスポーツの行動者率は全国第１位
「社会生活基本調査」によると、平成２８年の６５歳以上のスポーツの行動者率は６７．３％で、
前回調査（平成２３年）に引き続き全国第１位でした。

高齢者人口に占める要介護（要支援）認定者数の割合は全国第４７位
「介護保険事業状況報告」によると、平成２７年度末現在の高齢者人口に占める要介護（要
支援）認定者数の割合は１４．３％で、前年度に引き続き全国第４７位でした。
なお、要介護（要支援）認定者数は２６４，１２８人でした。このうち第１号被保険者（６５歳以上の

者）は２５６，５５６人、第２号被保険者（４０歳から６４歳までの医療保険加入者）は７，５７２人でした。
高齢者人口に占める要介護（要支援）認定者数の割合
第１号被保険者のうち要介護（要支援）認定者数÷第１号被保険者数×１００

介護老人福祉施設数は全国第４位
「介護サービス施設・事業所調査」によると、平成２８年１０月１日現在の介護老人福祉施設
数は３６２施設で全国第４位でした。

～介護保険制度の実施状況～
高齢化の進行に伴い、介護を必要と
する高齢者が増加する中、介護者の高
齢化や核家族化など、介護に関わる問
題が老後の不安要因の一つにもなって
います。
そこで、この介護の問題を社会全体
で支える仕組みとして、平成１２年度か
ら介護保険制度が始まりました。
県内の６５歳以上（第１号被保険者）の
要介護（要支援）認定
者数は毎年増加を続
けており、これに伴
い、県の給付費も
年々増加しています。

要介護（要支援）認定者数（第１号被保険者）（平成２７年度末現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

スポーツの行動者率
（６５歳以上）

高齢者人口に占める
要介護（要支援）
認定者数の割合

要介護（要支援）
認定者数

介護老人福祉
施設数

単 位 ％ 順位 ％ 順位 人 順位 施設 順位
全 国 ６０．３ １７．９ ６，２０３，９２３ ７，７０５

北 海 道 ５６．６ ３０ １９．４ １４ ３０９，６４０ ４ ３５２ ５
青 森 県 ４３．０ ４７ １８．８ ２４ ７６，８３７ ２９ ９４ ３３
岩 手 県 ４９．３ ４３ １９．２ １５ ７７，００５ ２８ １１６ ２６
宮 城 県 ５８．３ ２４ １８．１ ３０ １０９，８１４ １７ １４９ ２０
秋 田 県 ４７．８ ４５ ２０．４ ８ ７２，５９４ ３０ １１９ ２５

山 形 県 ４６．２ ４６ １８．８ ２５ ６６，６４９ ３３ １０３ ２９
福 島 県 ５３．２ ３９ １８．９ ２３ １０６，５９８ １９ １４６ ２１
茨 城 県 ６２．１ １１ １４．９ ４５ １１９，８４３ １４ ２３５ １１
栃 木 県 ６１．１ １４ １５．７ ４２ ８３，１８１ ２７ １３３ ２３
群 馬 県 ６２．３ １０ １７．０ ３８ ９４，９７４ ２３ １６４ １４

埼 玉 県 ６７．３ １ １４．３ ４７ ２６４，１２８ ７ ３６２ ４
千 葉 県 ６５．４ ３ １４．９ ４６ ２４３，２２３ ９ ３５２ ５
東 京 都 ６６．５ ２ １８．１ ２８ ５６０，５３８ １ ４９５ １
神奈川県 ６５．１ ４ １６．３ ３９ ３６４，１９１ ３ ３８８ ３
新 潟 県 ４９．１ ４４ １８．５ ２６ １３０，６６２ １３ ２０３ １２

富 山 県 ５６．３ ３１ １８．１ ２９ ６０，１１２ ３５ ８２ ３８
石 川 県 ５７．８ ２６ １７．９ ３２ ５８，４５７ ３８ ７５ ４０
福 井 県 ５３．３ ３８ １７．９ ３３ ４０，９３８ ４５ ６９ ４１
山 梨 県 ６０．６ １５ １５．５ ４３ ３７，７４８ ４６ ５９ ４４
長 野 県 ６２．５ ８ １７．４ ３６ １１２，０６８ １６ １６０ １５

岐 阜 県 ５９．９ １７ １６．２ ４０ ９５，７００ ２１ １２７ ２４
静 岡 県 ６１．４ １３ １５．５ ４４ １６４，１５３ １０ ２４５ １０
愛 知 県 ６１．９ １２ １５．７ ４１ ２８７，００１ ６ ２５８ ９
三 重 県 ５７．３ ２８ １８．３ ２７ ９５，００３ ２２ １５２ １８
滋 賀 県 ６４．３ ５ １７．１ ３７ ５９，９８６ ３７ ８４ ３７

京 都 府 ６２．９ ７ １９．５ １２ １４１，４９５ １２ １５１ １９
大 阪 府 ５９．９ １７ ２０．５ ５ ４７９，９１５ ２ ４０８ ２
兵 庫 県 ６３．２ ６ １８．９ ２２ ２８８，７６０ ５ ３３４ ７
奈 良 県 ６２．４ ９ １７．５ ３５ ７０，５４９ ３１ １０１ ３０
和歌山県 ５１．２ ４２ ２２．２ １ ６８，２９１ ３２ ９１ ３４

鳥 取 県 ５３．９ ３５ １９．８ １１ ３４，２３０ ４７ ４４ ４７
島 根 県 ５３．５ ３７ ２０．８ ３ ４７，６５６ ４２ ９１ ３４
岡 山 県 ５８．４ ２３ ２０．４ ９ １１３，７２７ １５ １５５ １７
広 島 県 ６０．０ １６ １９．４ １３ １５５，１２０ １１ １７９ １３
山 口 県 ５５．２ ３３ １９．１ １８ ８８，４８５ ２６ ９９ ３１

徳 島 県 ５７．６ ２７ ２０．５ ６ ４８，６９０ ４１ ６６ ４２
香 川 県 ５９．０ ２２ １９．１ １７ ５６，９２９ ３９ ８６ ３６
愛 媛 県 ５９．４ １９ ２０．８ ４ ９０，６９４ ２５ １０５ ２８
高 知 県 ５２．４ ４０ １８．９ ２１ ４６，３９９ ４３ ５９ ４４
福 岡 県 ５８．２ ２５ １９．２ １６ ２５６，４８５ ８ ３０８ ８

佐 賀 県 ５１．５ ４１ １９．１ １９ ４５，００８ ４４ ５７ ４６
長 崎 県 ５３．７ ３６ ２１．７ ２ ９１，０７２ ２４ １１５ ２７
熊 本 県 ５７．０ ２９ ２０．４ ７ １０７，４７１ １８ １３６ ２２
大 分 県 ５９．２ ２１ １８．０ ３１ ６５，３９２ ３４ ８２ ３８
宮 崎 県 ５５．７ ３２ １７．８ ３４ ６０，０３４ ３６ ９５ ３２

鹿児島県 ５９．４ １９ ２０．２ １０ １００，４９９ ２０ １５９ １６
沖 縄 県 ５４．５ ３４ １９．０ ２０ ５５，９７９ ４０ ６２ ４３
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１ 「社会生活基本調査」総務省統計局HP 平成２８年１０月 ５年
＊２，３「介護保険事業状況報告」厚生労働省HP 平成２７年度末 毎年
＊４ 「介護サービス施設・事業所調査」厚生労働省HP 平成２８年１０月１日 毎年

資料：「介護保険事業状況報告」厚生労働省HP

資料：「介護保険事業状況報告」厚生労働省HP
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障害の種類別
総数206,230人

肢体
不自由
52.6%

肢体
不自由
52.6%

内部
障害
31.9%

内部
障害
31.9%

聴覚・平衡
機能障害
7.5%

聴覚・平衡
機能障害
7.5%

視覚障害
6.6%

音声・言語・そしゃく機能障害
1.4%

音声・言語・そしゃく機能障害
1.4%

障害の程度別
総数206,230人

1級
35.3%
1級
35.3%

2級
14.9%
2級
14.9%

3級
16.2%
3級
16.2%

4級
23.2%
4級
23.2%

5級
5.4%
5級
5.4%

6級
5.0%
6級
5.0%

２０ 障害者

障害者支援施設数は全国第４位
「社会福祉施設等調査」によると、平成２８年１０月１日現在の障害者支援施設数は９６施設で
全国第４位、地域活動支援センター数は１４２施設で全国第７位でした。

障害者支援施設 障害者につき、施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外
の施設障害福祉サービスを行う施設。

地域活動支援センター 障害者等を通わせ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、
社会との交流の促進その他の便宜を供与する施設。

身体障害者手帳交付台帳登載数全体の約半数は１級又は２級
「福祉行政報告例」によると、平成２８年度末現在の身体障害者手帳交付台帳登載数は
２０６，２３０人（肢体不自由１０８，４７７人、内部障害６５，８１６人、聴覚・平衡機能障害１５，４６７人、視
覚障害１３，６６９人、音声・言語・そしゃく機能障害２，８０１人）でした。障害の程度別にみると、
１級７２，８０８人、２級３０，６３４人、３級３３，４１７人、４級４７，９１２人、５級１１，１５４人、６級１０，３０５人で、
全体の約半数は１級又は２級でした。

※表＊１，２は、活動中の施設数です。
※表＊１の全国の数値は、国の施設数（８）を含みます。
※表＊４は従業員５０人以上の民間企業について、「障害者の雇用の促進等に関する法律」の
規定に基づき算定された数値です。

～発達障害支援プロジェクト～
文部科学省の平成２４年の調査によると、普通学級に在籍する児童・生徒の約６．５％に学習面など

での特別な教育的支援が必要とされており、県の１５歳未満の人口に当てはめると、約６万人が該当
します。
そこで本県では、平成２３年度から重点プロジェクトとして、発達障害児・者の生涯を通じた支援に

取り組み、平成２８年度には発達障害支援の拠点となる「発達障害総合支援センター」を開設しました。
発達障害に早期に気付き適切な支援が行える人材を

育成するため、保育士や幼稚園教諭などを対象に研修
を行い、平成２７年度末までに１０，５４９人を育成しました。
研修の結果、発達が気になる子供に気付けるようにな
った園の割合が２７．４％から８２．３％と約３倍に増加する
など、着実な成果が出ています。
このほか、発達障害に特化した

就労支援をワンストップで行う
「発達障害者就労支援センター」を
開設するなどライフステージに応
じた支援を行っています。

身体障害者手帳交付台帳登載数構成比（平成２８年度末現在）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

障害者支援
施設数

地域活動支援
センター数

身体障害者手帳
交付台帳登載数

障害者実雇用率
（民間企業）

単 位 施設 順位 施設 順位 人 順位 ％ 順位
全 国 ２，５５０ ３，０８２ ５，１４８，０８２ １．９７

北 海 道 ２０８ １ １７１ ３ ３０２，１８２ ３ ２．１３ １８
青 森 県 ５８ １６ ３６ ２５ ５９，６２９ ３３ ２．０６ ２２
岩 手 県 ４５ ２５ ６０ １７ ５３，８１２ ３５ ２．１６ １６
宮 城 県 ３８ ３０ ６４ １５ ８１，９５９ ２０ １．９４ ４２
秋 田 県 ４７ ２２ ２０ ４０ ６８，０９８ ２７ １．９８ ２９

山 形 県 ２９ ３４ ２２ ３８ ５３，６４２ ３７ ２．０３ ２５
福 島 県 ３８ ３０ ２７ ３３ ８４，３６２ １９ １．９５ ４０
茨 城 県 ７３ １０ ６３ １６ ８９，８９８ １７ １．９７ ３２
栃 木 県 ５０ １８ ４８ ２０ ７０，５５３ ２５ １．９８ ２９
群 馬 県 ５０ １８ ７７ １２ ６９，２２２ ２６ １．９６ ３７

埼 玉 県 ９６ ４ １４２ ７ ２０６，２３０ ８ ２．０１ ２８
千 葉 県 ８９ ６ １４６ ６ １７８，２０８ ９ １．９１ ４５
東 京 都 ８８ ７ １７１ ３ ４８２，２８６ １ １．８８ ４７
神奈川県 ８７ ８ ４２０ １ ２６９，６７１ ４ １．９２ ４３
新 潟 県 ５９ １５ １０１ １０ ９３，６８２ １４ １．９６ ３７

富 山 県 ２７ ３８ ２５ ３６ ４８，６９９ ３８ １．９７ ３２
石 川 県 ２７ ３８ ３０ ３０ ４４，２１２ ４０ １．９８ ２９
福 井 県 ２６ ４２ １７ ４２ ３９，５６５ ４３ ２．４０ ７
山 梨 県 ２８ ３５ ３９ ２３ ３５，８７５ ４６ １．９５ ４０
長 野 県 ５８ １６ １０２ ９ ９３，４５４ １５ ２．０６ ２２

岐 阜 県 ４５ ２５ ３２ ２９ ８６，３５２ １８ ２．０２ ２７
静 岡 県 ７３ １０ ４６ ２１ １２４，４５９ １１ １．９７ ３２
愛 知 県 ７３ １０ １０８ ８ ２３８，５５１ ６ １．８９ ４６
三 重 県 ３８ ３０ １３ ４６ ７２，９５９ ２２ ２．０８ ２０
滋 賀 県 ２３ ４４ １４ ４５ ５３，６７９ ３６ ２．１３ １８

京 都 府 ５０ １８ ２６ ３５ １４４，２７７ １０ ２．０７ ２１
大 阪 府 ９０ ５ １６２ ５ ３８９，７９５ ２ １．９２ ４３
兵 庫 県 １００ ３ １７５ ２ ２４３，７９３ ５ ２．０３ ２５
奈 良 県 ３０ ３３ ２２ ３８ ６８，０３８ ２８ ２．６２ １
和歌山県 ２７ ３８ １８ ４１ ５８，０１６ ３４ ２．２５ １０

鳥 取 県 ２１ ４６ １０ ４７ ２８，５５３ ４７ ２．１６ １６
島 根 県 ２７ ３８ ３５ ２７ ３６，０１４ ４５ ２．２５ １０
岡 山 県 ４６ ２４ ７２ １４ ７２，４４７ ２３ ２．５２ ４
広 島 県 ６４ １４ ７５ １３ １１８，１７６ １２ ２．０５ ２４
山 口 県 ４８ ２１ ２４ ３７ ６４，２９４ ３０ ２．５６ ２

徳 島 県 ２４ ４３ ３６ ２５ ３７，３３７ ４４ ２．１７ １５
香 川 県 ２２ ４５ ２８ ３２ ４５，３７３ ３９ １．９６ ３７
愛 媛 県 ４３ ２８ ３５ ２７ ６７，９４５ ２９ １．９７ ３２
高 知 県 ２８ ３５ １７ ４２ ４３，３０６ ４１ ２．１９ １４
福 岡 県 １２８ ２ ９３ １１ ２２３，２７４ ７ １．９７ ３２

佐 賀 県 ２１ ４６ １７ ４２ ４３，０８２ ４２ ２．５４ ３
長 崎 県 ４４ ２７ ３９ ２３ ７６，０８４ ２１ ２．２６ ９
熊 本 県 ６６ １３ ５０ １９ ９２，８３７ １６ ２．２４ １２
大 分 県 ４０ ２９ ２７ ３３ ６２，７２０ ３２ ２．４４ ５
宮 崎 県 ２８ ３５ ３０ ３０ ６３，５５３ ３１ ２．３０ ８

鹿児島県 ７５ ９ ５６ １８ ９６，１５７ １３ ２．２２ １３
沖 縄 県 ４７ ２２ ４１ ２２ ７１，７７２ ２４ ２．４３ ６
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１，２「社会福祉施設等調査」厚生労働省HP 平成２８年１０月１日 毎年
＊３ 「福祉行政報告例」厚生労働省HP 平成２８年度末 毎年
＊４ 「障害者雇用状況の集計結果」厚生労働省HP 平成２９年６月１日 毎年

資料：「福祉行政報告例」厚生労働省HP

資料：県障害者福祉推進課HP

Ⅱ

健
康
と
福
祉

42 43



おしえてコバトン

0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0
（％）

6歳 7歳 9歳 10歳8歳 11歳 12歳 13歳 14歳

16.6
23.7 24.9 28.2

34.9
39.9

46.9

54.9 55.5

（身長：cm） （体重：kg）

0

135

140

145

150

155

0

32
34
36
38
40
42
44
46
48
50

身長 男子
身長 女子
体重 男子
体重 女子

昭和
32年度

5242 平成
9年度

62 19 29

２１ 学校保健

肥満傾向児の出現率は、１５歳が最も高い９．９９％
「学校保健統計」によると、平成２８年度の肥満傾向児の出現率（１２歳）は９．１１％で、全国平
均（９．５２％）を下回りました。出現率を年齢別（５～１７歳）にみると、５歳、８歳、１５歳で全国
平均を上回り、最も高かったのは１５歳（９．９９％）でした。
また、痩身傾向児の出現率（１２歳）は３．７１％で、全国平均（３．５０％）を上回りました。年齢

別（５～１７歳）にみると、６歳、１１歳、１２歳で全国平均を上回り、最も高かったのは１２歳（３．７１％）
でした。

肥満傾向児・痩身傾向児 性別・年齢別・身長別標準体重から求めた肥満度が２０％
以上の者を肥満傾向児、－２０％以下の者を痩身傾向児と
いいます。

肥満度 （実測体重－身長別標準体重）÷身長別標準体重×１００（％）

１２歳の永久歯の１人当たり平均むし歯（う歯）数は、０．６本
むし歯（う歯）の被患率（１２歳）は２８．９％で、全国平均（３５．５２％）を下回りました。被患率

を年齢別（５～１７歳）にみても、各年齢で全国平均を下回りました。また、１２歳の永久歯の１
人当たり平均むし歯（う歯）数は、０．６本（全国平均０．８３本）でした。
アトピー性皮膚炎の被患率（１２歳）は２．４％で、全国平均（２．６８％）を下回りました。被患

率を年齢別（５～１７歳）にみても、各年齢で全国平均を下回りました。

～小・中学生の裸眼視力１．０未満の者の割合～
平成２９年度の県内の小・中学生の裸
眼視力１．０未満の者の割合は年齢とと
もに上昇し、１４歳では５５．５％と６歳の
約３．３倍になっています。
各年齢間では、１２歳から１３歳が８．０
ポイントの上昇と最も高く、次いで６
歳から７歳、１１歳から１２歳の順となっ
ています。

平均身長・体重の推移（１２歳）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

肥満傾向児の出現率
（１２歳）

痩身傾向児の出現率
（１２歳）

むし歯（う歯）の被患率
（１２歳）

アトピー性皮膚炎
の被患率（１２歳）

単 位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位
全 国 ９．５２ ３．５０ ３５．５２ ２．６８

北 海 道 １１．０６ １６ ３．６２ １３ ４２．５ １１ ４．９ １
青 森 県 １２．５１ ７ ２．５５ ３６ ４６．３ ５ １．１ ４５
岩 手 県 １３．６２ ３ ２．４８ ４０ ３７．０ ２３ １．２ ４３
宮 城 県 １３．９８ １ ２．８３ ３０ ４２．６ １０ ２．９ １５
秋 田 県 １２．６７ ６ ２．９２ ２７ ３５．１ ２９ ４．１ ２

山 形 県 １２．４１ ９ ３．０２ ２３ ３１．５ ４１ ３．３ １２
福 島 県 １３．９７ ２ ２．８３ ３０ ４５．９ ６ ２．６ ２０
茨 城 県 １３．１７ ４ ２．８４ ２９ ３９．９ １７ ４．０ ３
栃 木 県 １２．８７ ５ ２．６９ ３４ ４３．０ ９ ２．９ １５
群 馬 県 １１．５３ １３ ２．５４ ３７ ３８．５ ２０ ３．８ ７

埼 玉 県 ９．１１ ３０ ３．７１ １０ ２８．９ ４４ ２．４ ２４
千 葉 県 ９．０６ ３１ ４．２４ ５ ３２．９ ３５ ２．０ ３０
東 京 都 ７．７１ ４３ ４．２５ ４ ３３．６ ３３ ３．６ １０
神奈川県 １０．１４ ２０ ４．８５ ２ ３０．２ ４３ １．７ ３５
新 潟 県 ９．０５ ３２ ３．６５ １１ ２１．６ ４７ ４．０ ３

富 山 県 ７．７８ ４２ ３．３７ １９ ３２．５ ３８ ２．４ ２４
石 川 県 ９．６６ ２４ ２．９５ ２６ ４１．６ １４ １．７ ３５
福 井 県 ８．４５ ３７ ３．０４ ２１ ４６．８ ３ ２．５ ２２
山 梨 県 １０．３８ １９ ３．４４ １６ ４０．９ １５ ３．１ １４
長 野 県 ７．８８ ４１ ４．１３ ７ ３２．０ ３９ ２．７ １９

岐 阜 県 ８．８９ ３３ ３．２２ ２０ ２８．５ ４５ ３．７ ９
静 岡 県 ８．６０ ３５ ２．７５ ３２ ２６．７ ４６ １．８ ３３
愛 知 県 ８．００ ４０ ３．５１ １５ ３０．７ ４２ ３．８ ７
三 重 県 ８．８１ ３４ ４．２９ ３ ４３．２ ８ ２．３ ２６
滋 賀 県 ６．１７ ４７ ４．８８ １ ３４．２ ３１ １．０ ４６

京 都 府 ６．９３ ４６ ３．９５ ９ ３６．０ ２６ ３．６ １０
大 阪 府 ８．１９ ３８ ３．５８ １４ ３５．７ ２７ ２．３ ２６
兵 庫 県 ８．５２ ３６ ４．０１ ８ ３２．７ ３６ ２．６ ２０
奈 良 県 ８．１０ ３９ ４．１４ ６ ３４．４ ３０ １．４ ４１
和歌山県 ９．４６ ２６ ３．０１ ２４ ３３．６ ３３ １．６ ３７

鳥 取 県 ９．２３ ２８ ３．６４ １２ ４２．３ １３ ３．２ １３
島 根 県 ７．６９ ４４ ２．６９ ３４ ３８．３ ２１ ４．０ ３
岡 山 県 ９．３８ ２７ ３．４４ １６ ３１．６ ４０ ４．０ ３
広 島 県 ７．２９ ４５ ２．３０ ４４ ３２．６ ３７ ２．８ １７
山 口 県 １１．２３ １４ ２．２４ ４６ ３５．５ ２８ ２．２ ２８

徳 島 県 １１．７３ １１ ３．３８ １８ ４５．２ ７ ２．８ １７
香 川 県 ９．７５ ２３ ２．２７ ４５ ３７．７ ２２ ２．０ ３０
愛 媛 県 ９．１８ ２９ ２．４９ ３９ ３６．２ ２５ １．３ ４２
高 知 県 １０．１４ ２０ ２．０４ ４７ ３６．６ ２４ １．６ ３７
福 岡 県 ９．４７ ２５ ３．０４ ２１ ４０．１ １６ １．８ ３３

佐 賀 県 ９．９５ ２２ ２．３５ ４３ ３３．７ ３２ ２．１ ２９
長 崎 県 １０．５８ １７ ２．４５ ４２ ３９．４ １９ １．５ ３９
熊 本 県 １１．６１ １２ ２．５０ ３８ ４２．４ １２ １．５ ３９
大 分 県 １１．８１ １０ ２．７０ ３３ ４９．３ ２ ２．５ ２２
宮 崎 県 １１．０７ １５ ２．４７ ４１ ３９．６ １８ １．２ ４３

鹿児島県 １０．５４ １８ ２．９７ ２５ ４６．４ ４ １．０ ４６
沖 縄 県 １２．４７ ８ ２．８８ ２８ ６０．５ １ １．９ ３２
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「学校保健統計」文部科学省HP 平成２８年度 毎年

資料：「学校保健統計」県統計課HP

資料：「平成２９年度
学校保健統計」
県統計課HP
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おしえてコバトン

２２ 生活保護

被保護世帯数が２３年連続増加
「被保護者調査」によると、平成２７年度の被保護実世帯数（月平均）は、前年度より１，５７１
世帯増加し、７１，３５５世帯でした。また、被保護実人員（月平均）は８４７人増加し、９７，０７７人
でした。
人口千人当たりの保護率は全国（１７．０‰）より低いものの、前年度より０．１ポイント上昇

し、１３．４‰でした。保護開始世帯数（月平均）は、前年度より３２世帯減少し、８８０世帯でした。

保護率
被保護実人員（月平均）÷平成２７年国勢調査人口（総務省統計局）×１，０００

被保護世帯の４分の３が単身者世帯
「埼玉県の生活保護」によると、被保護世帯数（保護停止中を除く）を世帯類型別にみると、
全国に比べその他の世帯の割合が高く（埼玉県１９．８％、全国１６．４％）なっています。これは、
平成２０年のリーマンショックによる景気悪化に伴い、職を失った人が急増した影響等によ
るものです。一方、高齢者世帯の割合は低く（埼玉県４７．１％、全国５０．８％）なっています。ま
た、単身者世帯と２人以上の世帯別にみると、単身者世帯の割合が７５．９％を占めています。

～生活保護受給者チャレンジ支援事業～

県では、生活保護受給者の自立を支援するため、学習・就労・住宅の３分野で総合的に支
援を行う「生活保護受給者チャレンジ支援事業」を実施しています。特に、生活保護世帯で育
った子供が、大人になって再び生活保護を受ける「貧困の連鎖」を断つため、中学生・高校生
への学習支援事業を行っています。
高校進学率向上を目指した学習教室では、平成２８年度の参加者の高校進学率は９８．３％で、

事業開始前（平成２１年度）の８６．９％より１１．４ポイント高くなりました。また、
高校生の学習教室では、平成２８年度の参加者の高校中退率は２．５％で、事
業開始前（平成２４年度）の８．１％から５．６ポイント改善されています。

世帯類型別被保護世帯数構成比（各年度月平均）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保護実世帯数
（月平均）

被保護実人員
（月平均）

保護率
（人口千対）

保護開始世帯数
（月平均）

単 位 世帯 順位 人 順位 ‰ 順位 世帯 順位
全 国 １，６２９，７４３ ２，１６３，６８５ １７．０ １８，４５６

北 海 道 １２３，６２６ ３ １６９，１６６ ３ ３１．４ ２ １，２４６ ４
青 森 県 ２３，９０５ １５ ３０，３３０ １６ ２３．２ ７ １９０ ２０
岩 手 県 １０，５７５ ３５ １３，９７１ ３５ １０．９ ３０ １０５ ３６
宮 城 県 ２０，５９４ １７ ２８，１６９ １７ １２．１ ２６ ２７２ １４
秋 田 県 １１，７０３ ３３ １５，３３６ ３２ １５．０ ２１ １０９ ３４

山 形 県 ６，０５２ ４２ ７，５６５ ４３ ６．７ ４２ ７８ ４０
福 島 県 １３，１８２ ２８ １６，７８２ ２９ ８．８ ３７ １５２ ２６
茨 城 県 ２０，５５１ １８ ２６，４９３ １９ ９．１ ３５ ２６１ １６
栃 木 県 １６，５２９ ２２ ２１，６０５ ２２ １０．９ ２９ １９４ １９
群 馬 県 １１，８７２ ３２ １４，８９３ ３３ ７．５ ４１ １４９ ２８

埼 玉 県 ７１，３５５ ７ ９７，０７７ ７ １３．４ ２４ ８８０ ７
千 葉 県 ６３，０６４ ８ ８３，０８９ ８ １３．４ ２５ ８６２ ８
東 京 都 ２３１，１８４ １ ２９５，１７６ ２ ２１．８ ９ ２，５５７ ２
神奈川県 １１７，３４１ ４ １５８，１２４ ４ １７．３ １４ １，５６０ ３
新 潟 県 １５，９７１ ２４ ２１，２１８ ２３ ９．２ ３４ １８７ ２１

富 山 県 ３，０５６ ４７ ３，５１６ ４７ ３．３ ４７ ３４ ４７
石 川 県 ６，４３８ ４０ ７，６７１ ４２ ６．６ ４３ ６９ ４３
福 井 県 ３，２６９ ４６ ４，１４９ ４６ ５．３ ４６ ４２ ４６
山 梨 県 ５，４２５ ４４ ６，８９２ ４４ ８．３ ４０ ６４ ４４
長 野 県 ９，０２２ ３７ １１，４６５ ３８ ５．５ ４５ １０９ ３３

岐 阜 県 ９，６０８ ３６ １２，０４１ ３６ ５．９ ４４ ９９ ３７
静 岡 県 ２３，９１９ １４ ３０，７００ １４ ８．３ ３８ ３２３ １２
愛 知 県 ６１，０５５ ９ ７９，６６３ ９ １０．６ ３１ ９１１ ５
三 重 県 １３，１２６ ２９ １７，３０８ ２８ ９．５ ３３ １５３ ２５
滋 賀 県 ８，２１８ ３９ １１，６７４ ３７ ８．３ ３９ １０５ ３５

京 都 府 ４３，３７７ １０ ６１，５０６ １０ ２３．６ ６ ４７４ １０
大 阪 府 ２２４，９２５ ２ ２９８，７０４ １ ３３．８ １ ２，６２４ １
兵 庫 県 ７８，７９９ ６ １０７，８５４ ６ １９．５ １０ ７９９ ９
奈 良 県 １４，９３８ ２６ ２０，９１０ ２４ １５．３ １９ １４９ ２７
和歌山県 １２，４３７ ３１ １５，３５９ ３１ １５．９ １８ １４３ ３０

鳥 取 県 ５，６３０ ４３ ７，６８６ ４１ １３．４ ２３ ７１ ４１
島 根 県 ４，６９５ ４５ ６，１３９ ４５ ８．８ ３６ ５４ ４５
岡 山 県 １９，１４５ ２０ ２６，２５８ ２０ １３．７ ２２ ２３７ １７
広 島 県 ３３，９０９ １１ ４６，８４１ １１ １６．５ １６ ３８１ １１
山 口 県 １２，７７４ ３０ １６，４１０ ３０ １１．７ ２７ １１１ ３２

徳 島 県 １０，８５４ ３４ １４，３３６ ３４ １９．０ １２ ８４ ３８
香 川 県 ８，３７３ ３８ １１，１０３ ３９ １１．４ ２８ ７９ ３９
愛 媛 県 １７，５９３ ２１ ２２，１９３ ２１ １６．０ １７ １６０ ２４
高 知 県 １５，５２４ ２５ ２０，５３９ ２５ ２８．２ ３ １３１ ３１
福 岡 県 ９６，２４５ ５ １３１，３６２ ５ ２５．７ ４ ９０８ ６

佐 賀 県 ６，４１８ ４１ ８，０３０ ４０ ９．６ ３２ ６９ ４２
長 崎 県 ２２，２３０ １６ ３０，６０１ １５ ２２．２ ８ １８０ ２２
熊 本 県 ２０，３０３ １９ ２７，０５６ １８ １５．１ ２０ ２６４ １５
大 分 県 １６，０８１ ２３ ２０，４４７ ２６ １７．５ １３ １４７ ２９
宮 崎 県 １４，１９７ ２７ １８，３７５ ２７ １６．６ １５ １６３ ２３

鹿児島県 ２４，１０３ １３ ３２，０９６ １３ １９．５ １１ ２１２ １８
沖 縄 県 ２６，５５３ １２ ３５，８１３ １２ ２５．０ ５ ３１０ １３
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１～４「被保護者調査」厚生労働省HP 平成２７年度 毎年

資料：「埼玉県の生活保護」県社会福祉課HP
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２３ 助け合い

自主防犯ボランティア団体数は全国最多
自主防犯ボランティア団体は、地域で自主的に防犯パトロールや子供の見守り活動など

の防犯活動を行う団体です。本県では「わがまち防犯隊」の愛称で呼ばれ、その多くは自治
会により組織されています。
警察庁によると、平成２８年１２月３１日現在の自主防犯ボランティア団体数は５，９８４団体で、

前年より２２０団体増加し全国第１位でした。
内閣府によると、特定非営利活動促進法が定める要件を満たして法人格を取得したNPO

法人数は、平成２９年１１月３０日現在２，１４７法人で全国第６位でした。

年代別献血率は４０歳代がトップ
「血液事業年度報」によると、平成２８年度の献血者数は２２５，９２２人でした。このうち成分
献血者数は６４，８７９人、４００ml 献血者数は１４４，０００人、２００ml 献血者数は１７，０４３人でした。
また、年代別に献血率（献血者数／人口）をみると４０歳代が５．８％で最も高く、次いで１０歳
代（１６～１９歳）及び５０歳代が５．５％となっています。
（公財）日本骨髄バンクによると、平成２９年３月末現在の骨髄提供希望者（ドナー）登録者
数は２５，８６２人で、前年より７８人減少しましたが、全国第２位でした。

～県内の高校生の献血者数が１０年連続日本一～

少子高齢化の進行により、血液製剤を必
要とする高齢者が増加する一方、献血を支
える若年層が減少し、全国的に輸血用血液
が不足しています。
そこで県では、平成１９年から「血液に関す
る出前講座」を実施するなど、高校生の献血
を増やす取組を行っています。
その結果、多くの高校生に協力をいただ
き、県内の高校生の献血者数は、平成１９年
度から２８年度まで、１０年連続日本一になっ
ています。

なお、日本赤十字社では献血時に血液検査を実施しています。献血時の
血液検査は病気の早期発見などにも役立ちます。健康な血液を多くの方々
に提供していただきながら、同時に自分自身の健康管理にも役立てていた
だきたいと思います。

年齢階級別ボランティア活動の行動者率（平成２８年）
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

自主防犯
ボランティア団体数

特定非営利活動促進法
に基づく認証法人数 献血者数 骨髄提供希望者

登録者数

単 位 団体 順位 法人 順位 人 順位 人 順位
全 国 ４８，１６０ ５１，７７９ ４，８２９，１７２ ４７０，２７０

北 海 道 １，２７１ １１ ２，１４８ ５ ２４８，９０３ ５ １６，９６６ １１
青 森 県 ３５３ ３８ ４１１ ３６ ４９，０５９ ２８ ８，１４５ １９
岩 手 県 ３６７ ３７ ４９３ ３０ ４４，２９１ ３３ ３，０６２ ４０
宮 城 県 ４３５ ２８ ８２１ １８ ８５，８０１ １６ １６，６９１ １２
秋 田 県 ２５０ ４４ ３４８ ４３ ４１，２３０ ３６ ２，７０１ ４２

山 形 県 ４０５ ３０ ４３５ ３４ ３７，９０４ ３９ ７，６７７ ２０
福 島 県 ３９２ ３５ ９１８ １３ ７８，０４１ １８ １５，１３４ １３
茨 城 県 １，０７４ １３ ８２９ １７ ９８，８３７ １３ ８，２９３ １７
栃 木 県 １，１９７ １２ ６４７ ２４ ７８，８４２ １７ １８，００６ １０
群 馬 県 ８５８ １６ ８７１ １５ ８６，６６２ １５ ４，９１６ ２６

埼 玉 県 ５，９８４ １ ２，１４７ ６ ２２５，９２２ ６ ２５，８６２ ２
千 葉 県 ２，６０６ ４ １，９９７ ７ ２１９，２０４ ７ １３，９８１ １４
東 京 都 ３，９１３ ２ ９，４４４ １ ５７４，６１９ １ ５８，３９３ １
神奈川県 ３，５７３ ３ ３，６１４ ２ ３０１，０３２ ３ ２０，１１１ ６
新 潟 県 ７８７ １９ ７１７ ２３ ８８，９７７ １４ ９，４１９ １５

富 山 県 ６１３ ２４ ３７１ ４０ ３７，９６５ ３８ ３，１５６ ３９
石 川 県 ４７４ ２７ ３５９ ４２ ４２，６２７ ３５ ４，５１７ ２９
福 井 県 ４００ ３３ ２４３ ４７ ３０，０７６ ４３ ２，２２１ ４７
山 梨 県 ３３６ ４０ ４７２ ３１ ３３，７４５ ４１ ２，２５７ ４６
長 野 県 ５９０ ２５ １，００６ １２ ７３，４２７ ２０ ３，７７３ ３５

岐 阜 県 １，３３０ １０ ７８２ ２０ ７０，１４７ ２１ ４，５０６ ３０
静 岡 県 ９１２ １４ １，２８１ １１ １２８，５０７ １０ ８，９４８ １６
愛 知 県 ２，４２７ ６ １，９８４ ８ ２７１，９１９ ４ １９，７０６ ７
三 重 県 ６２９ ２３ ７３０ ２２ ５６，１３２ ２５ ４，５５３ ２８
滋 賀 県 ２７４ ４１ ５９０ ２５ ４５，５７２ ３１ ４，２０７ ３１

京 都 府 ８９６ １５ １，３８１ １０ １０７，８１０ １２ １８，５７４ ８
大 阪 府 １，７８４ ８ ３，５９０ ３ ３８３，５９８ ２ ２１，３２５ ５
兵 庫 県 ２，５８５ ５ ２，２１０ ４ ２０９，６９２ ８ １８，４２７ ９
奈 良 県 ７９８ １８ ５４０ ２７ ４７，３６２ ３０ ２，６５３ ４３
和歌山県 ２３２ ４５ ３９２ ３７ ４０，５９１ ３７ ５，２０８ ２５

鳥 取 県 ２００ ４６ ２８４ ４５ ２１，７３８ ４６ ２，５２２ ４４
島 根 県 ３６９ ３６ ２８３ ４６ ２０，４５８ ４７ ４，１３５ ３２
岡 山 県 １，３８８ ９ ８１５ １９ ７５，１７３ １９ ７，３３６ ２１
広 島 県 ７５４ ２０ ８６５ １６ １２８，３７０ １１ ８，１５９ １８
山 口 県 ４２７ ２９ ４３３ ３５ ５０，５００ ２７ ３，２９８ ３７

徳 島 県 ４０３ ３１ ３６４ ４１ ２８，０４４ ４５ ２，３５３ ４５
香 川 県 ２５９ ４２ ３８５ ３８ ３６，２０１ ４０ ２，９７６ ４１
愛 媛 県 ４０２ ３２ ４６６ ３２ ４７，８４９ ２９ ５，４７５ ２４
高 知 県 １８６ ４７ ３２３ ４４ ２９，７０７ ４４ ３，２５２ ３８
福 岡 県 ２，３６９ ７ １，７９４ ９ １９８，１９６ ９ ２３，８６１ ３

佐 賀 県 ２５４ ４３ ３７６ ３９ ３０，９９１ ４２ ４，７２６ ２７
長 崎 県 ５０５ ２６ ４９５ ２９ ５６，９１５ ２４ ７，３０５ ２２
熊 本 県 ６３４ ２２ ７６１ ２１ ６２，０９１ ２２ ６，４０６ ２３
大 分 県 ４００ ３３ ５０６ ２８ ４５，３８４ ３２ ３，７８０ ３４
宮 崎 県 ３４５ ３９ ４３６ ３３ ４３，５７９ ３４ ３，７１１ ３６

鹿児島県 ８０２ １７ ８７２ １４ ６０，６６３ ２３ ３，９９１ ３３
沖 縄 県 ７１８ ２１ ５５０ ２６ ５４，８１９ ２６ ２３，５９６ ４
資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１ 警察庁HP 平成２８年１２月３１日 毎年
＊２ 内閣府NPO HP 平成２９年１１月３０日 毎月
＊３「血液事業年度報」日本赤十字社HP 平成２８年度 毎年
＊４（公財）日本骨髄バンク 平成２９年３月末 毎年

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局HP

◆高校生の献血者数（平成２８年度）◆

資料：「血液事業年度報」日本赤十字社HP

Ⅱ

健
康
と
福
祉
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資料：県衛生研究所
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19.21 19.39 19.53 19.68 19.77 19.76 19.75 19.84 20.05

16.25 16.42 16.58 16.74 16.85 16.84 16.85 16.96 17.19

資料：県衛生研究所HP
注）埼玉県の健康寿命は、厚生労働省による都道府県別健康寿命とは算出方法が異なります。

健康寿命とは、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間のこと
です。埼玉県では、「６５歳に達した人が、あと何年、自立して健康に生きられるかを示
す期間」とし、介護保険制度の「要介護２以上」になるまでの期間を算定しています。
平成２７年の埼玉県の男性の６５歳健康寿命は１７.１９年でした。６５歳平均余命（６５歳に達し

た人が以降に生存する平均年数）から６５歳健康寿命を引いた期間が要介護期間で、１.７５
年でした。女性の６５歳健康寿命は２０.０５年で、要介護期間は３.６５年でした。

６５歳平均余命と６５歳健康寿命（平成２７年）

健康寿命の推移をみると、男女ともに上昇傾向が続いていましたが、平成２４年、２５年は
ほぼ横ばいとなっていました。平成２６年以降は、男女とも再び上昇しています。

６５歳健康寿命の推移

◆健康寿命と平均余命◆
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